
　法人が行う一定の組織再編は，税務上その

株主にみなし配当を生じさせることがある。

みなし配当が生じる起因となりうる取引には，

合併，分割の他，自己株式の買取りが含まれ

る。平成２２年度税制改正では，グループ法人

税制及び資本に関係する取引等に係る税制の

見直しの一環として，このようなみなし配当

の生じる取引に関連する改正がなされた。具

体的には，１００％資本関係のある内国法人間

での自己株式の買取り，自己株式取得予定株

式，非適格合併の際の抱合株式の取扱いなど

が改正されている。本稿では，みなし配当が

生じる取引の課税関係について，改正項目を

含めて記載するものとする。

　みなし配当は会社法上剰余金の分配となら

ないが，税務上は配当とみなされるものであ

る。本項では，まずは平成２２年度税制改正前

の税法に基づいて，みなし配当が認識される

取引及びみなし配当と株式の譲渡損益の関係

につき，その概要を説明する。

�　みなし配当が生じる事由
　法人の株主等である内国法人が，次に掲げ

る事由によって金銭その他の資産の交付を受

けた場合において，その金銭の額及び金銭以

外の資産の価額の合計額が当該法人の資本金

等の額又は連結資本金等の額のうちその交付

の起因となった当該法人の株式または出資に

対応する部分の金額を超えるときは，その超

える部分の金額はみなし配当となる（法２４

①）。

Ⅰ　合併（適格合併を除く）

Ⅱ　分割型分割（適格分割型分割を除く）

Ⅲ　資本の払戻し又は解散による残余財産の

分配

Ⅳ　自己の株式又は出資の取得（金融商品取

引所の開設する市場における購入による取

得等を除く）

Ⅴ　出資の消却，出資の払戻し，社員その他

の法人の出資者の退社又は脱退による持分

の払戻しその他株式又は出資をその発行し

た法人が取得することなく消滅させること

Ⅵ　組織変更（当該組織変更に際して当該組

織変更をした法人の株式又は出資以外の資

産を交付したものに限る）

　このような一定の事由の発生に際して株主

が税務上みなし配当を認識するのは，これら

の事由が生じたことにより株主が受け取る金
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銭や株式等の資産のうちに，株式等を発行す

る法人の利益積立金額からなる部分があると

考えられるためである。例えば，非適格合併

に際して株主に合併法人株式の交付が行われ

た場合や，株主から自己株式を取得すること

によって金銭その他の資産の交付を行った場

合には，その払戻金額等のうち資本金等の額

を超える部分，すなわち，法人税法上の利益

積立金額から構成されている部分を，実質的

な利益の分配として配当（みなし配当）とし

て取り扱うものである。

　なお，上記に記載のあるように，組織再編

のうち，適格合併及び適格分割型分割ではみ

なし配当は生じない。これは，適格合併や適

格分割型分割においては，被合併法人または

分割法人（以下，「被合併法人等」という）

の利益積立金額が合併法人または分割承継法

人（以下，「合併法人等」という）に引き継

がれるため，被合併法人等の株主等に交付さ

れる合併法人等の新株には被合併法人等の利

益積立金額からなる部分がないと考えるため

である。

�　株主等における旧株の譲渡損益の
取扱い

　上述のみなし配当が生じる取引が必ずしも

株主において株式の譲渡損益が認識される取

引に該当するわけではない。合併，分割型分

割（以下，「合併等」という）は，仮にそれ

が税制非適格であったとしても，被合併法人

等の株主に合併法人等の株式又は合併親法人

株式等（以下，「合併法人等の株式」という。）

のみが交付されている限り，株主において旧

株の譲渡損益が認識される取引には該当しな

い。これは，合併等にあたり合併法人等の株

式のみが交付されており，合併法人等の株式

以外の金銭その他の資産の交付（以下，「金

銭等の交付」という）がなければ，株主とし

ての投資がその合併等の後においても継続し

ていると考えられるためである。このため株

主においては，旧株の帳簿価額により譲渡を

行ったものとして譲渡損益の計上を繰り延べ

る。この場合，株主においては，被合併法人

等の株式の合併等の直前における帳簿価格

（分割型分割の場合には一定の按分後の金

額）に相当する金額を合併法人等の株式の取

得価額に付け替える（法６１の２①②④）。

　一方，合併等により被合併法人等の株主が

金銭等の交付を受けた場合，その株主は当該

合併等により株式を譲渡し対価を受け取った

と考えられるため，旧株の譲渡損益の計上を

行う（令１１９①５，６）。また，分割型分割が

行われた場合において，その分割が非按分型

の分割（分割承継法人の株式が分割法人の株

主等の有する分割法人株式の数の割合に応じ

て交付されない分割）である場合には，分割

法人の株主に金銭等の交付がなく分割承継法

人の株式又は分割親法人の株式のみの交付で

ある場合であっても，旧株の譲渡損益の計上

を行うものとされている（令１１９の８②）。こ

れらの場合における旧株の譲渡損益は，譲渡

対価の額から譲渡原価の額を控除することに

より計算される。この場合における譲渡対価

の額は，交付された金銭等の額と株式等の時

価の合計額から，みなし配当の額を控除した

もの，すなわち，被合併法人等の資本金等の

額となる。

　上記�のみなし配当が生じる事由のうち，

合併，分割型分割以外の取引が行われた場合

には，いずれも有価証券の譲渡取引に該当し，

株主は旧株の譲渡損益を認識する。この譲渡

損益の計算においても，譲渡対価の額は，発

行法人の資本金等の額，つまり交付された金

銭等の額からみなし配当の金額を控除した金

額として株式の譲渡損益の計算を行うことと

なる（法６１の２①⑰⑱）。

　ここまで述べてきたみなし配当と譲渡損益

の関係の概略を図で示すと，次のようになる。
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　資本に関係する取引等に係る平成２２年度の

主な改正項目は，以下のとおりである。

　①　１００％資本関係（「完全支配関係」）に

ある内国法人間での自己株式の買取りを

行った場合……買取られた株式の譲渡損

益の認識を行わないこととする（法６１の

２⑯）

　②　法人が解散する場合において，株主と

解散する法人との間に完全支配関係があ

る場合……株主において清算損を認識し

ないこととする（法６１の２⑯）

　③　発行法人が自己株式取得予定株式の買

取りを行った場合……みなし配当に係る

受取配当等の益金不算入を適用しないこ

ととする（法２３③，法令２０の２）

　④　非適格合併の際に抱合株式がある場合

……合併により割り当てられたとみなさ

れる株式の譲渡損益の認識を行わないこ

ととする（法２４②，法６１の２③）

　上記２に記載した改正により，従来はみな

し配当に係る受取配当等の益金不算入の規定

の適用と株式の譲渡損益計上の双方が可能で

あった取引についても，今後はどちらか一方

が適用されないものが生じることになった。

このように課税関係が税制改正によって変更

となる取引について，以下に改正前後の課税

関係を説明する。

�　１００％資本関係にある内国法人間
　で自己株式の買取りを行った場合
�　改正前（平成２２年９月３０日以前）の課税

関係

　法人の株主等である内国法人が当該法人の

自己株式の買取りにより金銭等の交付を受け

た場合において，みなし配当や旧株の譲渡損

益が計上される場合には，みなし配当につい

ては受取配当等の益金不算入の規定が適用さ

れ，旧株の譲渡損益については益金の額又は

損金の額に算入されていた。
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２　資本に関係する取引等に係る主な税制改正項目

金銭の額及び金額
以外の資産の価額

資本金等の額及び
利益積立金額

株主における有価
証券の譲渡損益

（１株あたり） （１株あたり） （１株あたり）

資本金等の額 譲渡対価
6 6

譲渡損

利益積立金額 2
4

10

みなし配当 

4

10

譲渡原価

8 

３　平成２２年度税制改正による影響

Ａ社

親法人

100% 自己株式の
買取り

みなし配当
益金不算入

Ａ社株譲渡
損失



�　平成２２年度税制改正後（平成２２年１０月１

日以降）の課税関係

　法人の株主等である内国法人が，完全支配

関係のある内国法人が行う自己株式の買取り

により金銭等の交付を受けた場合には，みな

し配当については現行どおり受取配当等の益

金不算入の規定が適用されるが，旧株の譲渡

損益については認識しないこととなる（法６１

の２⑯）。

�　自己株式取得予定株式を発行法人
　が買取った場合
�　改正前（平成２２年９月３０日以前）の課税

関係

　法人の株主等である内国法人が，当該法人

の行う自己株式の買取りにより金銭その他の

資産の交付を受けた場合において，みなし配

当や旧株の譲渡損益が計上される場合には，

みなし配当については受取配当等の益金不算

入の規定が適用され，旧株の譲渡損益につい

ては益金の額又は損金の額に算入されていた。

　みなし配当及び株式譲渡損の取扱いが問題

となるケースとして，発行法人による自己株

買取りを利用して株主が意図的に税務上の損

失を作り出していると考えられる取引が取り

上げられてきた。例えば，上場会社に株式交

換を行う予定がある場合に，当該上場会社の

株式を株式交換前に購入し，株式交換におけ

る反対株主の買取請求権を利用して，株式交

換完全親会社又は株式交換完全子会社に株式

を買い取らせるようなケースである。株式交

換に反対する株主からの買取請求による自己

株式の買取りは，みなし配当が発生する事由

から除かれておらず（合併によって行われる

場合はみなし配当の発生事由から除かれてい

る），反対株主においてみなし配当及び株式

譲渡損益が発生することになる。この場合に，

その上場会社の株式時価（＝買取価額）が１００，

その株式に対応する資本金等の額が５０である

とすると，会計上は損益が発生することはな

いが，税務上はみなし配当５０及び株式譲渡損

５０が発生することになり，みなし配当の５０％

（２５）が益金不算入になるケースでは税務上の

損失が２５発生することになる。このように自

己株買取りは，株主において税務上の損失を

意図的に作り出せる可能性があり，税務当局

が問題視しているとされてきた。

�　平成２２年度税制改正後（平成２２年１０月１

日以降）の課税関係

　法人の株主等である内国法人が，自己株式

の買取りが予定されている株式の取得をした

場合には，当該法人の自己株式の買取りによ

り金銭等の交付を受けた場合に計上されるみ

なし配当については，後述のケースを除き受

取配当等の益金不算入の規定の適用はないも
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Ａ社

親法人

100% 自己株式の
買取り

みなし配当
益金不算入

Ａ社株譲渡
損失の
認識なし

Ａ社

Ｘ社

Ａ株

みなし配当
益金算入

Ａ社

既存株主

自己株式の
取得を予定

Ｘ社

現金

Ａ株

金銭



のとする（法２３③，法令２０の２）。当該法人

と株主との間に完全支配関係がない場合には，

旧株の譲渡損益が認識される。両者の間に完

全支配関係がある場合には，上記�に記載の

とおり株主において旧株の譲渡損益は認識さ

れない。ただし，この場合には，みなし配当

につき，受取配当等の益金不算入の規定が適

用される。

　なお，「自己株式の買取りが予定されてい

るもの」に具体的にどのような場合が該当す

るかは，法律，政令では明らかにされていな

い。自己株式の買取りを利用して意図的に税

務上の損失を創出していると言えないケース

であっても「自己株式の買取りが予定されて

いるもの」に該当するものが考えられる。例

えば，ジョイントベンチャーにより事業を行

う場合，ジョイントベンチャーの契約時に，

あらかじめジョイントベンチャーを解消する

方法として，自己株式の買取りを行うことが

できる旨を定めている場合などである。この

ようなケースは，「自己株式の買取りが予定

されているもの」に該当しないものと考えら

れるが，今後の明確化が望まれる。

�　非適格合併の際に抱合株式がある
　場合
�　改正前（平成２２年９月３０日以前）の課税

関係

　法人が合併した場合に，合併法人が合併以

前から保有する被合併法人の株式を抱合株式

という。合併法人がその有する抱合株式に自

己の株式の割当てを行わない場合においても，

法人税法上は，合併法人が株式の割当てを受

けたものとみなすこととしている（法２４②）。

　適格合併の場合には，抱合株式があっても

法人税法上の影響はないが，非適格合併の場

合には，みなし配当，さらに金銭等の交付が

あれば，旧株の譲渡損益が計上されることに

なる。この場合，みなし配当には受取配当等

の益金不算入の規定が適用され，旧株の譲渡

損益が生じれば益金の額又は損金の額に算入

される。

�　平成２２年度税制改正後（平成２２年１０月１

日以降）の課税関係

　合併にあたり合併法人が抱合株式を有して

いる場合において，その合併が非適格合併で

ある場合には，みなし配当に関しては現行ど

おり受取配当等の益金不算入の規定が適用さ

れるが，旧株の譲渡損益については認識され

ないこととなる（法６１の２③）。
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Ａ社

Ｘ社

Ａ株

みなし配当
益金算入

Ａ社

既存株主

自己株式の
取得を予定

Ｘ社

現金

Ａ株

金銭

Ａ社

親法人

みなし配当
益金不算入

Ａ社株譲渡
損失 非適格

合併

Ａ株



　資本等取引に係る税制上の取扱いは，平成

２２年１０月１日以降に行う取引に対して適用さ

れる。平成２２年度改正前の税制では，このよ

うな取引から生じたみなし配当については受

取配当等の益金不算入の規定が適用され，さ

らに，株式の譲渡損益が認識されていたが，

改正によりこの取扱いが変更になった。これ

により，結果としてみなし配当の生じる取引

から税務上の損失が生じにくくなったといえ

る。

　したがって，このような取引を行う際には，

各取引に係る課税関係を充分に整理し検討す

ることが必要となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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終　わ　り　に

Ａ社

親法人

みなし配当
益金不算入

Ａ社株譲渡
損失の
認識なし

非適格
合併

Ａ株
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